
生
活
環
境

工場・事業場が県及びその関係機関の造成

a　騒音規制法に基づく規制・監視
b　市町村環境保全(公害防止)条例に基づく

　　規制・監視

a　環境保全協定による指導

b　工場立地等各種開発行為の事前審査による

　　指導
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市町村は計画内容を事前に審査し、騒音対策に

必要な措置を講じるよう指導を行っています。 
（ウ） 近隣騒音対策

近隣騒音は、駐車中の自動車やオートバイ

の空ぶかし、飲食店等の深夜営業やカラオケ

及び家庭でのエアコン、ピアノ等、地域と生

活に密着した音が問題となっています。 
これらは近隣のコミュニケーション不足か

らくる心理的、感情的要因が内在している場

合も多く、問題の解決を難しくしています。 
これらの騒音の防止については関係機関の

協力を得て、随時啓発活動を行っています。 
なお、「風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律」においても、風俗営業及び

深夜飲食店営業について、清浄な風俗環境を

保持する等の観点から音量規制等の対策が講

じられています。 
イ 振動防止対策

振動防止対策の体系を図示すると図表

のとおりです。

（ア）規制及び監視

「振動規制法」では知事（市においては市

長）が、振動から住民の生活環境を保全すべ

き地域を規制地域として指定するとともに、

指定地域内の特定施設を設置する工場・事業

場（特定工場等）について規制基準を定める

こととされています。 
「振動規制法」に基づく振動規制地域の指

定については、騒音と同様な考え方で指定が

行われており、 年３月末現在で、 市

町１村の区域において規制地域の指定がなさ

れています。 
一方、市町村長は、指定地域内の特定工場 

等及び特定建設作業について振動の測定調査

を行い、必要に応じて改善勧告及び改善命令

等の行政措置を行っています。 

 

市町村では、環境保全（公害防止）条例によ

り、法適用対象外の工場・事業場及び建設作業

等に係る振動について規制を行っています。 
（イ）指導

工場・事業場が県及び関係機関の造成した

工業団地等に進出する場合、県及び関係市町

村は計画内容を事前に審査し、振動対策に必

要な措置を講じるよう指導を行っています。 
ウ 自動車交通騒音及び道路交通振動の対策

自動車交通騒音については、環境基準を達

成するための施策の一つとして、「自動車騒音

の要請限度」が設定されています。 
自動車騒音の要請限度を超えていることに

より、周辺の生活環境が著しく損なわれてい

ると認められる場合、市町村長は県公安委員

会に道路交通規制等の措置をとるよう要請す

るほか、必要があると認めるときは、道路管

理者又は関係行政機関の長に意見を述べるこ

とができるとされています。 

ａ　振動規制法に基づく規制・監視

ｂ　市町村環境保全(公害防止)条例に基づく規制・

　　監視
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ア 航空機騒音監視体制

（ア）成田空港の監視測定

空港周辺における騒音の実態を把握するた

め、関係市町村の協力を得て昭和 年開港以

来、測定を行っていますが、 年度からは、

県、周辺市町村及び新東京国際空港公団（現：

成田国際空港㈱）の固定測定局を再配置し、

(公財)成田空港周辺地域共生財団が一元的に

測定データを処理する体制を整えて、連続測

定を行うとともに、環境基準の達成状況の評

価を行っています。 
（イ）羽田空港の監視測定

県では、 年 月に木更津市、君津市各

地点及び浦安市 地点（うち１地点は 年

月に廃止）の合計 局の固定測定局を設置し、

年１月から航空機騒音の連続測定を開始

しました。また、 年４月以降、木更津市が

設置した固定測定局１局のデータも合わせて

常時監視を行っています。

また、国では、 年８月から、羽田空港か

らの発着機１機ごとの飛行経路、経路下の騒

音値等をインターネット上で公開しています。 
（ウ）下総飛行場の監視測定

県では、３年 月の環境基準の地域類型指

定後、毎年、環境基準の達成状況を把握する

ための実態調査を実施しています。

また、昭和 年４月から飛行場の南北２か

所に固定測定局を設置し、連続測定を実施し

ています。 
イ 航空機騒音対策

（ア）成田空港の騒音対策

国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）において策

定された航空機騒音規制の国際基準に基づき、

昭和 年に航空法が改正され、一定水準以上

の騒音を発する航空機の運航を認めない基準

適合証明制度が発足し、昭和 年には同基準

a　発生源対策

(a) 機材の改良
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(b) 時間規制等

(a)　成田国際空港株式会社の行う対策

(c) 騒音軽減運航方式の推進

b　周辺騒音対策
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